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研究成果の概要（和文）：　限界集落における地域的・個人的孤立化に対して、地域の課題解決や活性化をめざす住民
の組織化を前提に、地域の持続性に対するリーダーの強い危機感が地域づくりの梃子として作用していることを明らか
にした。同時に、民主的合意形成をふまえつつ、中山間地域における「点」としての個別支援が、地域拠点の確保によ
って「円」のように集まれるつながりをもち、さらに地域全体を視野に収めた「面」としての動きが展開されるなかで
、個別支援が地域づくりへの質的な転換を遂げていくプロセスが見出された。そして、政策レベルのナショナル・ミニ
マムとローカル・ミニマム、コミュニティ・ミニマムを組み合わせた高齢者の支援システムを提唱した。

研究成果の概要（英文）： To regional and personal isolation in the limit village, on the premise of 
organization of residents that aims to solve problems and activation of the region, a strong sense of 
crisis of the leader for sustainability of the region acts as a lever of the regional development. At the 
same time, based on the democratic consensus, individual assistance as a "point" in the mountainous 
region, have a getting together connection, such as "circle" by ensuring regional offices, further, if 
the movement as "surface" is deployed standing on the point of view of whole region, it has been found 
that the individual assistance experiences the process of qualitative shift to the community development. 
And, this study has proposed a support system for the elderly which is a combination of the policy-level 
national minimum and local minimum, and the community minimum.

研究分野：社会保障論、地域福祉論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 

（１）高齢化率 50％を超え、共同生活

機能が限界に達する「限界集落」･「限界

自治体」の概念を提唱し、中山間地域の

生活問題を先駆的に明らかにしたのは、

大野晃（『山村環境社会学序説』2005年、

『限界集落と地域再生』2008 年）である。

本研究は、限界集落問題を地域住民の生活

権に対する生活保障課題として捉え直し、

その課題解決の方向を地域福祉と福祉行

財政施策の両面から明らかにするもので

ある。それは、社会保障を、「権利剥奪

（deprivation）を防止するための社会的

手段」と包括的に定義づけ、国家による「公

衆のための」活動と「公衆による」自分た

ちのための活動の二側面から捉えながら、

「成長媒介的な保障（growth-mediated 

security）」よりも「支援主導型の保障

（support-led security）」を重視するA.

セ ン の 視 座 （ Social Security in 

Developing Countries,1991)に依拠しつ

つ、国際社会の周縁国ではなく、日本社

会の周縁地域の問題としてアプローチす

るものである。 

（２）都市部の高齢者の孤立問題と介

護予防・生活支援に関する分析としては、

岩田正美・黒岩亮子（「高齢者の『孤立』

と『介護予防』事業」『都市問題研究』2004

年）、中沢卓実・淑徳大学孤独死研究会

（『団地と孤独死』2008 年）、河合克義

（『大都市のひとり暮らし高齢者と社会的

支援』2009 年）らによる先行研究がある。

岩田・黒岩によれば、孤立問題は、1970

年代初頭から特に都市部における自殺や

孤独死という形で社会問題化し、寝たき

りや認知症の介護問題が大きくなるなか

で関心が低下した後、再び注目され出し

たが、「孤立」とは、仲間や社会関係、

つながりをもっていない状態を指すとし

ている。中沢らや河合も、都市部におけ

る高齢者の孤立問題を明らかにしている

が、本研究では、地方の限界集落に特有

の要援護高齢者等の孤立問題を、社会経

済的なマクロの視点と個別支援のミクロ

の視点から総合的に明らかにするもので

ある。 

（３）竹内孝仁(「高齢者支援をめぐる

課題－孤立化、引きこもり高齢者への対応

－」『社会福祉研究』2004年)は、高齢者

の孤立を解消するには単なる参加呼びか

けよりも本人のライフスタイルや行動の

変容を必要としていると指摘している。

本研究では、そのような個人因子にも注

目する一方で、環境因子との相互作用に

より、孤立化現象がどのように表出する

のかを明らかにする。とりわけ、限界集

落における地理的な人間関係の切断や移

動困難による日常的な交流の困難さ、地

域活動の拠点・機会や担い手の不足等に

よる孤立化に焦点を当てる。そして、高

齢者だけではなく、障害者や子どもにも

視野を広げながら、小規模ながらも多機

能性のある交流・活動拠点を中心とする

地域再生の方向を探る。 

R.パットナム（Making Democracy 

Work : Civic Traditions in Modern Ｉ

taly,1973,Bowling Alone : the Collapse 

and Revival of American Community, 

2000）は、コミュニティの崩壊と再生

を明らかにする鍵概念として「社会関係

資本（social capital）」を提示したが、

日本社会の限界集落における地域再生の

方向、維持可能な社会づくりのあり方と

しては、世代や障害の有無を超えた共生

型の地域交流・活動拠点づくりとそれを

軸とする人間関係の意識的な再形成に一

つの活路が見出せるのではないかと考え

られる。 
 
 
 



２．研究の目的 
 

中山間地域における社会経済的な諸要

因で起こるマクロ的な限界集落の地域的

な孤立化を基盤として、平時および災害

時において高齢者等の要援護者のミクロ

的な孤立化や孤独死がどのようにして起

こるのかという、その構造と要因を明ら

かにしたうえで、孤立化防止に向けて、

中山間地域の特性と制約をふまえた包括

的な生活支援モデルを構築することを目

的とする。  

 具体的には、コミュニティの人間関係

を再構築するための活動の担い手や拠点

の不足、支援者一人当たりの地域役割の

負担限界や地理的条件による見守り機能

の低下、中山間地域の高齢者の主収入で

ある国民年金による活動・移動コストの

負担困難、中山間地域の特性と高齢化に

よる移動困難に伴う地域交流の低下など

の制約下で起こる孤立化現象が、中山間

地域の限界集落における平時および災害

時の地域的孤立化を基盤としてどのよう

に起こるのかを明らかにする。 

そのうえで、過疎化を逆手に取り、高

齢者、障害者、児童などの要援護者を分

け隔てることなく、交流、健康づくり、

生涯学習、就労、移動支援、防災活動等

をおこなえる共生的な地域拠点づくりを

進めることにより、見守り、情報収集・

学習、生きがい、悩み相談、世代間交流、

役割発揮やエンパワメント、防災、仕事

起こし、等の多機能性が実現し、孤立化

防止と地域活性化に向けた可能性が見出

せることを高知県内・外の事例分析を通

じて明らかにする。 
 
 
 
 
 
 
 

３．研究の方法 
 

本研究は、高知県内外の市町村を対象

に、限界集落の「地域」としての孤立化

の構造分析をふまえて、要援護者「個人」

の孤立化要因について、住民に対する意

識調査、地域支援者に対する聞き取り調

査、および孤立化や孤独死の事例分析を

通じて明らかにする。そのような課題分

析を通じて、地域の孤立化と個人の孤立

化の構造と要因を明らかにする（平成 24

年度）。 
 次に、課題分析から目的分析への転換
を図り（Project  Management  Cycle法）、
孤立化・孤独死防止のための施策やネッ
トワークのあり方を作業仮説として提示
する。そのうえで、高知県内外で取り組
まれている孤立化防止活動の事例分析と
聞き取り調査を通じて、仮説の検証をお
こなう（平成 25 年度）。さらに、高知県
内における高齢者・障害者・児童の垣根
を越えた共生型拠点づくりの事例分析を
ふまえ、孤立化防止に向けた支援モデル
を構築する（平成 26 年度）。 
  補足研究として、政策的なシステムと
地域福祉的な仕組みづくりを高齢者や障
害者、児童の生活支援に焦点化した場合
の国際比較をおこなった。 
 
 

 
４．研究成果 
 

（１）住民共生型の地域づくりに取り組

んでいる高知県内・外の市町村の事例分析

を通して、「地域」と「個人」の孤立化防

止対策の有効性を検証した。調査対象地域

においては、地域の課題解決や活性化をミ

ッションとする住民自治組織の主体的な地

域活動の下地があり、それを牽引するリー

ダーの存在が明らかになった。さらに、リ

ーダーには、将来に向けた地域の持続性へ

の不安や日常生活上の不安等の地域に対す

る強い危機感が共通して見られる。そして、

地域の課題を住民が自分たちの問題として

受けとめ、解決方法を考えるワークショッ

プが丹念におこなわれている。高知県下の

モデル的な地域福祉（活動）計画のプロセ



スと同様の民主的な手続きが、住民の主体

的な地域づくりに向けた意識改革を促す重

要な機会となっている。しかも、それが狭

義の福祉活動にとどまらず、仕事おこしや

地域づくりにつながることによって、より

広範な住民の関心と参加を引きつけ、前向

きな変化をもたらしている。中山間地域に

おける「点」としての個別支援が、地域拠

点を確保することによって「円」のように

集まれるつながりをもち、さらに地域全体

を視野に収めた「面」としての動きを展開

するなかで、個別支援が地域づくりへの質

的な転換を遂げていくプロセスが見出され

た。 

（２）「中山間地域の限界集落における

要援護者の孤立化防止に向けた支援モデル

の構築」として、中山間地域の限界集落に

おける高齢者等の生活支援に向けた政策的

なシステムと地域福祉的な仕組みづくりの

方向を具体的に明らかにした。政策的な対

応としては、高齢者の生活に即したナショ

ナル・ミニマムとローカル・ミニマムのポ

リシー・ミックス、さらに地域福祉的なコ

ミュニティ・ミニマムを組み合わせた三次

元のオプティマム・アプローチを提唱した。 

 （３）（２）の補足研究として、政策的

なシステムと地域福祉的な仕組みづくりを

高齢者の生活支援に焦点化した場合の国際

比較をおこなった。その際、北欧型の高齢

者福祉システム（スウエーデン）とアジア

型の福祉システム（韓国）を現地調査に基

づき、比較検討した。先行研究によれば、

高齢者介護等の福祉システムに関し、公費

（税）重点の行政ケアを中心とする北欧型

福祉システムに対し、保険や民間活力、地

域福祉力を組み合わせた共助ケアを中心と

する大陸ヨーロッパ・アジア型福祉システ

ムが対置される福祉国家類型論がある。し

かし、システムの運用現場の調査結果、両

システムが、個別支援・生活総体・生活継

続性、効率性とサービスの質、在宅・地域

生活重視という点で、接近・収斂してきて

いることを明らかにした。 
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